
関東地方整備局平成29年度の取組について

• 関東防災連絡会のこれまでの取組み

• 平成２９年度検討テーマ

– 情報システムの実態調査

– 勉強会の開催
• JR東日本における運転規制の考え方と防災情報システム

• 災害時における埼玉県の情報収集・対応等について

• 統合災害情報システム（DiMAPS）の運用状況について
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関東地方整備局

《設立》 平成２３年１０月２７日 （第１回関東防災連絡会）
《H29年度》 平成３０年 ２月２８日 （第９回）
《活動内容》

①各機関が保有する情報の提供及び各機関が実施している
防災対策に関する意見交換

②災害の未然防止、被害拡大防止及び復旧に向けた連携方策
③各機関で実施している訓練への相互参加

警察庁 関東管区警察局
総務省 関東総合通信局
財務省 関東財務局
農林水産省 関東農政局
経済産業省 関東経済産業局
経済産業省 関東東北産業保安監督部
国土交通省 関東地方整備局 【会長】
国土交通省 関東運輸局 【副会長】
国土交通省 東京航空局
国土地理院 関東地方測量部
気象庁 東京管区気象台
海上保安庁 第三管区海上保安本部
環境省 関東地方環境事務所
陸上自衛隊 東部方面総監部
防衛省 北関東防衛局

（独）水資源機構
東日本高速道路（株） 関東支社
中日本高速道路（株） 東京支社
中日本高速道路（株） 八王子支社
首都高速道路（株）
東日本旅客鉄道（株）
東海旅客鉄道（株）
日本貨物鉄道（株）
（一社）日本民営鉄道協会
関東地区バス保安対策協議会
関東地区ハイヤー・タクシー協会
（一社）全国個人タクシー協会 関東支部
関東トラック協会
関東旅客船協会

関東倉庫協会連合会
東京電力ホールディング（株）
（一社）日本ガス協会 関東中央部会
（一社）日本コミュニティーガス協会 関東支部
関東液化石油ガス協議会
全国石油商業組合連合会 関東支部
東日本電信電話（株）
（株）ＮＴＴドコモ
ＫＤＤＩ（株）
ソフトバンク（株）
（一社）日本建設業連合会 関東支部
関東沿海海運組合

行政機関

関東防災連絡会員

関東防災連絡会開催状況

地方行政機関（都県政令市）

茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県
東京都、神奈川県、山梨県、長野県
さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市、相模原市

計５４機関

公共機関（団体）

首都直下地震をはじめとする広域かつ大規模な災害が発生した際、防災関係機関による連携した災害
対応を効果的に推進するため、「関東防災連絡会」を設置

関東防災連絡会の概要
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関東地方整備局

年度 日時 分類 名称 備考

平成２３年度 H23.10.27 連絡会 第１回関東防災連絡会 設立

H24.2 － 災害情報交換マニュアル策定

H24.3.12 訓練 第１回情報共有・連絡体制構築訓練

平成２４年度 H24.8.3 連絡会 第２回関東防災連絡会 9都県5政令市参加

H24.9.27-28 訓練 第２回情報共有・連絡体制構築訓練

平成２５年度 H25.5.23-24 訓練 第３回情報共有・連絡体制構築訓練

H25.8.22 連絡会 第３回関東防災連絡会 関東財務局・関東農政局参加

H26.1.30 訓練 第４回情報共有・連絡体制構築訓練

平成２６年度 H26.8.5 連絡会 第４回関東防災連絡会 北関東防衛局・水資源機構参加

H26.9.1 訓練 第５回情報共有訓練

H26.10.29 訓練 首都直下地震防災訓練

H26.12.24 連絡会 第５回関東防災連絡会 災害対策基本法一部改正の報告

H27.2.24-25-26 訓練 第６回情報共有訓練

H27.3.23 連絡会 第６回関東防災連絡会 新ステ検討開始

平成２７年度 H27.8.6 連絡会 第７回関東防災連絡会

H27.11.4-5-6 訓練 第７回情報共有訓練

平成２８年度
H28.11.8 訓練 第８回情報共有訓練

H29.2.2 連絡会 第８回関東防災連絡会

関東防災連絡会及び情報共有訓練の開催経緯
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関東地方整備局

年度 日時 分類 名称 備考

平成２９年度 H29.11.10 訓練 第９回情報伝達訓練

H30.2.28 連絡会 第９回関東防災連絡会

関東防災連絡会及び情報共有訓練の開催経緯
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平成２３年度～平成２９年度までの活動について 

平成２３年度 
１．関東防災連絡会等の開催 

１）第１回関東防災連絡会（平成２３年１０月２７日）

決定事項

・運営要領の承認及び会長、副会長の選出

・連絡会の今後の取り組み方向について

①防災情報共有シートの作成

② 各機関連絡担当先一覧の作成

・今後の進め方について議論するため、できるだけ早い時期

に 幹事会を開催 すること

２）幹事会（平成２４年２月２日）

・今後の進め方について議論

２．訓練の実施 

・メールによる情報共有訓練

平成２４年３月１２日実施（３４／３５機関参加）

平成２４年度 
１．関東防災連絡会等の開催 

１）幹事会（平成２４年６月１８日）

・第１回情報共有訓練 アンケート結果報告 及び メーリングリ

スト作成

２）第２回関東防災連絡会（平成２４年８月３日）

決定事項

・新規機関の承認

（９都県５政令市、日本建設業連合会、関東沿海海運組合） 

２．訓練の実施 

・メールによる情報共有訓練

平成２４年９月２７日、２８日実施（３０／５１機関参加）
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平成２５年度 
１．関東防災連絡会等の開催 

１）幹事会（平成２５年７月８日）

・情報共有訓練（平成２４年９月２７日、２８日実施）訓練

結果報告

２）第３回関東防災連絡会（平成２５年８月２２日）

決定事項

・新規機関の承認（関東財務局、関東農政局）

・委員幹事事務連絡先一覧、防災拠点・施設等一覧の作成

２．訓練の実施 

・メールによる情報共有訓練

平成２５年５月２３日、２４日実施（３９／５１機関参加）

平成２６年１月３０日実施（３２／５３機関参加）

平成２６年度 
１．関東防災連絡会等の開催 

１）幹事会（平成２６年７月９日）

・首都直下地震への対応について

・第４回情報共有訓練（平成２６年１月３０日実施）アンケ

ート結果報告及び 「情報共有手法の改善の検討」について

２）連絡会

（１）第４回関東防災連絡会 平成２６年８月５日

決定事項

・新規機関の承認（北関東防衛局、水資源機構）

（２）第５回関東防災連絡会 平成２６年１２月２５日

（災害対策基本法の一部改正、大雪対応の取組方針、首都直下

地震道路啓開計画の報告） 

（３）第６回関東防災連絡会 平成２７年３月２２日

（新たなステージに対応した防災・減災のあり方について、

「首都直下地震道路啓開計画（初版）」の策定について報告）
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２．訓練の実施 

・メールによる情報共有訓練

試験的に Twitter による情報共有訓練も実施

平成２６年９月１日実施（４３／５４機関参加）

平成２７年２月２４日～２６日実施（５０／５４機関参加）

・首都直下対策実動訓練 平成２６年１０月２９日

（２８／５４機関参加 見学含む） 

平成２７年度 
１．関東防災連絡会等の開催 

１）幹事会及び第１回最大規模の洪水等に対応した防災・減災対策 

検討会（平成２７年７月６日） 

・平成２７年度 首都直下地震対策訓練について

・関東防災連絡会の災害情報共有手法の改善について

・最大規模の洪水等に対応した防災・減災対策検討会」の設立

２）第７回関東防災連絡会 平成２７年８月６日

・平成２７年度 関東防災連絡会 活動予定報告

・平成２７年度 首都直下地震対策訓練について

２．訓練の実施 

・メールによる情報共有訓練

平成２７年１１月４～６日実施（４７／５４機関参加）

・首都直下対策実動訓練 平成２７年１１月５日
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平成２８年度 
１．関東防災連絡会等の開催 

１）幹事会（平成２８年１２月１４日）

・情報共有体制のあり方の承認

担当者会議（今年度２回開催）での意見照会を通じ、検討し

た情報共有体制について承認

・メールによる情報共有訓練の結果報告

意見照会結果を反映した訓練を実施し、検証結果を報告

２）第８回関東防災連絡会 （平成２９年２月２日）

２．訓練の実施 

・首都直下地震防災訓練に併せたメールによる情報共有訓練

平成２８年１１月８日実施（５２／５４機関参加）

新規取組として相互に必要な情報を入手する随時共有を実施

平成２９年度 
１．関東防災連絡会等の開催 

１）幹事会（平成２９年１２月２０日）

・情報共有に関する勉強会の報告

担当者会議（今年度３回開催）の中で情報共有の実態把握調

査、情報共有に関する勉強会（３機関による事例の照会と質

疑）を開催。

・メールによる情報共有訓練の結果報告

２）第９回関東防災連絡会（本会議）（平成３０年２月２８日）

２．訓練の実施 

・首都直下地震防災訓練に併せたメールによる情報共有訓練

平成２９年１１月１０日実施（５０／５４機関参加）

相互に必要な情報を入手する随時共有を実施



関東地方整備局平成29年度の関東防災連絡会検討テーマ

≪平成２９年度の検討テーマ（災害時情報共有に活用している情報システムの実態調査を実施≫

各機関が、災害時の情報共有に活用し
ている情報システムについて、アンケート
により、実態を把握した。
• アンケートは、平成29年８月から９月

にかけて実施した。
• 回答は、50機関（54機関中）からあっ

た。
• 参加機関毎について、以下の内容を

確認した。
• 大規模災害が発生した際の各

機関の情報共有の手法
• 防災情報システムを保有状況
• 防災情報システムの利用環境

（利用できる場所やネットワーク
の環境）

• 防災情報システムの主な役割
（被害報告の整理や映像情報
等）

• 関東防災連絡会に提供可能
な情報と情報共有にあたり付
帯する条件

9



関東地方整備局各機関の情報収集実態整理イメージ

（情報共有の範囲）
・災害対策本部・執務室
・現場や出先機関
・関係機関
・一般住民
（情報共有手法）
・防災ポータルサイトに被害報
告を掲載

・Lアラート等により、複数機関

の情報を総括する仕組みを活
用

・メールにより情報を提供
・総括した情報を電子ファイルと
して提供

・FAXにより情報を提供
・電話により要点を連絡
・SNSに情報を発信
・防災無線による一斉配信

（時系列整理）

・クロノロジを（システムもしくはホ
ワイトボードで）整理

（被害・活動状況）
・本部報告として文書として整理

・消防庁、内閣府の書式に合わせ
て情報を整理

・地図（白図等）を活用して、被害
状況、活動状況を整理

・GIS（地理情報システム）を利用し、

主題（例：下水道の被害・復旧状
況）毎に状況を整理

（課題や対応方針に関する情報）

・文書により、隘路となっている課
題やその解決方針、見通しにつ
いて総括

・GIS上に課題を空間的に配置し、
共有

どこから情報を入手？ どのような手段で収集？ 集約・総括の方法は？ 配信先・活用方法は？

（第１報レベルの被害報告）
・各市町村の四号様式
・登庁中の職員からの報告
・パトロール中の職員
（市民からの情報等）
・SNS等の情報分析
・情報収集用のアプリケーショ
ン（○○システム）を活用して

（映像情報）
・ヘリテレ映像
・固定CCTV映像
・高所カメラ
・衛星画像

・航空写真やレザー測量デー
タ
・ドローンから入手した情報
（行政関係機関からの報告）
・関係機関から届く情報（災害
対策本部報告）

・上位官庁からの連絡、報告

・指定公共機関等の企業から
の報告

・実働省庁間の連絡・調整
・リエゾンが入手した情報

・避難所の状況（受援として、
物資や人的資源の需要等）

（民間の防災情報サービス）
・通行規制・運行情報等
・気象情報等

（利用する通信インフラ）

・災害に強い防災専用の回線（無
線、衛星回線等）

・一般のインターネット回線(専用
線やVPNによりセキュリティを確
保）

・FAXを活用
・口頭による報告
（伝達手段）

・オンラインの端末から直接入力
（WEBからの入力、スマートフォ
ン、タブレットを通じた直接的な
情報の登録）

・メール等に情報を添付して送受
信

・FAXにより送受信
・電話（音声）による報告
・会議による直接の報告
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関東地方整備局各機関における災害時の情報共有手法についての実態調査結果（勉強会）

■防災情報システムとして、インターネット等を活用して、収集した情報を整理するシステムを導入している機関は、
２１機関（約４割）である。
■県及び政令市は、この防災情報システムを更新予定等を含めると全て導入されている。また、広域の路線を扱
うJR東日本、JR東海や危険物を扱うガス関係機関での導入が確認された。
■特徴的な事例として、陸上自衛隊東部方面総監部では、一部の自治体保有の防災情報システムから情報収
集している運用が確認できた。この他、東京電力ホールディングス株式会社では、道路の状況を確認するために
国土交通省のDiMAPSを利用している例や、ＪＲ東海では、気象情報を取得するため日本気象協会のＭＩＣＯＳを利
用しているとの回答があった。
■収集した情報について、一般に公開していない情報について連携実績がある、または、手法を持っているは、６
機関である。
■インターネットの回線利用した情報収集及び共有については、１６機関からの回答があった。他機関との情報共
有や、現場(モバイル端末）の利用を想定している。

≪①情報共有実態調査結果概要）≫

■人命を預かる、鉄道事業者例として、自治体以外の組織的な情報収集の仕組みについて先進事例の学習を
する。
■県や政令指定都市等の自治体は、地理空間情報を活用した防災情報システムを活用して、どのように入手し
た情報をどのように整理して意思決定に繋げていくのか学習する。
■災害発生の初動時期、道路の啓開などを検討するためにどのような情報が必要なのか学習する。

≪②勉強会について≫
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JR東日本における運転規制の
考え方と防災情報システム

東日本旅客鉄道株式会社

鉄道事業本部 安全企画部

小野 桂寿

はじめに

雨や地震などによる災害から列車を守るには、
以下の３つの方法がある。

• 構造物の防災強度を高める

⇒ 防災対策工事

• 自然外力を計測し、危険な状態に達したときに列車
の運行を規制する

⇒ 運転規制

• 災害の発生を把握し、列車を抑止する

⇒ 落石、土砂崩壊等検知装置 2
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運転規制①

運転規制とは、雨や地震などの自然外力に対

し、個別の規制区間（箇所）、基準値を定め、雨

量などが基準値を超えた場合、「警戒」、「速度

規制」、「運転中止」などの取扱いを行う。

＜JR東日本の運転規制＞

・降雨に対する運転規制

・地震に対する運転規制

・河川増水に対する運転規制

・風に対する運転規制
3

運転規制②

• 運転規制（降雨の例）

「警戒」
雨量が発令基準に達した場合、災害の発生する恐れはほ
とんどないが、場所によっては前兆の一部が観測される。

「速度規制」
雨量が発令基準値に達した場合、過去の経験からは災害
が発生したことはないが、場所的・時間的に異常な降雨パ
ターンのもとでは、軽微な災害が発生する可能性がある。

「運転中止」

雨量が発令基準値に達した場合、災害の起こる可能
性がある。

4

13



運転規制③

• 降雨の運転規制
雨量を観測し、規制基準値を設定し運転規制を
行う。

JR東日本では、線路沿線にほぼ10km、最大で
も15km間隔で雨量計を設置。

• 地震の運転規制

JR東日本では、線路沿線に地震計を設置し、地
震時の運転規制を実施している。

新幹線においては、太平洋沖、日本海沖で発生
する海洋型地震を捕捉するため、海岸にも地震
計を設置している。

5

防災情報システム（PreDAS）

6

14



降雨の運転規制①

• JR東日本では、在来線・新幹線のそれぞれで短期
雨量と長期雨量の雨量指標を複数用いる。

• 短指標実効雨量 ・・・ 半減期1.5時間

• 中指標実効雨量 ・・・ 半減期6時間

• 長指標実効雨量 ・・・ 半減期24時間
7

在来線 新幹線

短期 短指標実効雨量 時雨量

実効雨量 中指標実効雨量

長期 長指標実効雨量 24時間雨量

降雨の運転規制②

実効雨量とは？

任意の時刻に対して、それ以前の単位時間毎降雨量
を経過時間によって低減させた値の合計をいう。

8

表面水として

流出 
土中の水分 

降 雨 

浸透 

地下水として流出 

雨量計により

観測 地表に降っ
た雨による
土中の水分
への影響

半減時間

100%

50%

時間とともに減少

時間

地表に降っ
た雨による
土中の水分
への影響

半減時間

100%

50%

時間とともに減少

時間

15



降雨の運転規制③

9

「実効雨量」による運転規制

地震の運転規制①

在来線
南関東エリア およそ20km間隔

その他の地域 およそ40km間隔

新幹線 20km以内

10

地震計の設置間隔

藤崎

鹿角

浅内

遠野

南三陸

田沢湖

西和賀

芦沢

田村

上山

喜多方
月岡

玉川村

つくばみらい

千葉

外房

鯨波

大町

諏訪

山梨

伊豆

羽根尾

只見

足尾

南会津

小鹿野
新宿

相模 横浜

多摩

新幹線の地震計

JR東日本の地震計数（2017年3月現在）
在来線：201台
新幹線：135台 合計：336台

16



地震の運転規制②

11

在来線

地震の運転規制③

12

新幹線
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13

Ｐ波の検知
海岸地震計

システムにより電力
をシャットダウン

変電所

Ｐ波（初期微動）

Ｓ波（主要動）

震源

非常ブレーキ動作

海岸の地震計がＰ波(初期微動:縦波)を検知し、地震の
主要動波の到達より早く非常ブレーキをかける

沿線地震計

地震の運転規制④
新幹線

運転規制発令後～運転再開

• 運転規制が発令（警戒、速度規制、運転中
止）された後、運転規制の基準値を下回った
場合、列車の運行再開前に必ず設備点検
（災害警備）を実施します（風規制除く）。

• 災害警備は列車の安全運行には不可欠な行
為です。

14
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おわりに

私たちを取り巻く自然環境が刻々と変化してい
くこともあり、自然災害に対する防災・減災への
対策は終わりのない取り組みといえます。

そのためにも、年々の気象現象等を的確に把
握し、評価と対策を続けていくことが、防災の取
組みとしては大変重要であると考えます。

15

JR東日本における運転規制の
考え方と防災情報システム

東日本旅客鉄道株式会社

鉄道事業本部 安全企画部

小野 桂寿
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17

参考資料

18
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ガル（gal）とカイン（kine）①

19

ガル（gal）とカイン（kine）②

20

gal値

SI値

21



災害警備

• 災害警備とは、自然災害が発生する可能性
のある気象条件が生じた場合に、線路の異
常の有無確認することにより、列車運行の確
保と安全を守るための方法である。

• 運転規制の解除前の設備確認も災害警備に
準じて行う。

• 構造物ごとに着眼点が定められている。

21
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災害時における埼玉県の
情報収集・対応等について

埼 県危機管理防災部
消防防災課

埼玉県のマスコット コバトン

関東防災連絡会担当者会議
H29.10.18

2

災害対策基本法での規定

（情報の収集及び伝達等）
第五十一条

指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長そ
の他の執行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関、公共的団体並
びに防災上重要な施設の管理者（以下「災害応急対策責任者」とい
う。）は、法令又は防災計画の定めるところにより、災害に関する情
報の収集及び伝達に努めなければならない。

２ 災害応急対策責任者は、前項の災害に関する情報の収集及び伝達
に当たつては、地理空間情報（地理空間情報活用推進基本法（平成十
九年法律第六十三号）第二条第一項に規定する地理空間情報をい
う。）の活用に努めなければならない。

３ 災害応急対策責任者は、災害に関する情報を共有し、相互に連携
して災害応急対策の実施に努めなければならない。
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3

時間経過に応じた災害対応

災害対応は、地震などのように発生と同時に対応の開始を行う場合と、風水
害などのように災害発生までの現象が長時間にわたるため、事前に対応を開始
する場合がある。

地
震
等

⾵
⽔
害
等

地震発⽣

台 直撃・河川氾濫

地域防災計画
防災訓練
住 への普及啓発 等

・ 被害状況の把握
・ 県 への情報提供
・ ⽀援要請
・ 救助活動
・ 避難所運営 時間経過

タイムラインに基づく取組

事前の取組

・ 気象情報、⽔位情報の収集
・ 県 への周知
・ 被害情報の収集
・ 避難勧告の発表、避難誘導
・ 避難所の開設、運営

・ 被害状況（続報）の収集
・ ⽀援要請
・ 救助活動

埼玉県の配備体制

4

災害対応の配備体制について基準を設け、対策にあたっている。

震度４ 震度５弱

情報収集体制
336⼈

震度５強

警戒体制
914⼈

震度６弱

⾮常体制
約20,000⼈

地

震

警報等 台⾵直撃等 災害救助法適⽤ 災害救助法適⽤
市町村 多数

⾵
⽔
害

危機管理防災部
３

その他、各部にて対応

情報連絡室
設置 災害即応室設置 災害対策本部

設置

■関係機関等から情報
を集約し、県民への注
意喚起やマスコミ発表
等を行う。

■主として情報の収集
及び報告を任務として
活動する。

■災害状況の調査、災
害応急対策業務又は
非常体制の実施に備
えて活動する。

全庁体制

■組織及び機能のすべ
てを挙げて活動する。
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災害対策本部の組織

5

大規模災害発生時には、災害対策本部を設置し、各部及び支部が災害対応に
当たる。なお、災害対策本部を設置しない災害においては、非常体制に準じた
配備を行う。

部 部 長

統括部 危機管理防災部長

渉外財政部 企画財政部長

総務部 総務部長

県民安全部 県民生活部長

農林対策部 農林部長

給水部 企業局長

産業対策部 産業労働部長

環境対策部 環境部長

救援福祉部 福祉部長

医療救急部 保健医療部長

応急復旧部 県土整備部長

住宅対策部 都市整備部長

下水道対策部 下水道局長

輸送部 会計管理者

文教部 教育局教育総務部長

議会部 議会事務局長

応援部 人事委員会事務局長

警察本部 警察本部長

支部 支 部 長

さいたま支部 さいたま県税事務所長

川口支部 南部地域振興センター所長

朝霞支部 南西部地域振興センター所長

春日部支部 東部地域振興センター所長

上尾支部 県央地域振興センター所長

川越支部 川越比企地域振興センター所長

所沢支部 西部地域振興センター所長

行田支部 利根地域振興センター所長

熊谷支部 北部地域振興センター所長

秩父支部 秩父地域振興センター所長

本 部 会 議

本
部
長

知事

副
本
部
長

副知事
危機管理防災部長

本
部
員

公営企業管理者
病院事業管理者
下水道事業管理者
各部長
会計管理者
知事室長
企業局長
下水道局長
教育長
教育局教育総務部長
警察本部長
議会事務局長
監査事務局長
人事委員会事務局長
労働委員会事務局長

災害発生時のオペレーション

6

災害発生時には、危機管理防災センター（さいたま市浦和区高砂）にて対応
を行う。

情報収集、被害分析、対応検討等の応急業務を実施

各部や⾃衛隊、他県からの応援、国等からの連絡要員が活動

※上記は図上訓練時の様⼦
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7

災害情報の収集・連絡（１）

災害が発生した場合には、県・市町村などの防災関係機関は、情報収集・報
告等を実施する。（以下は、内閣府研修資料より抜粋）

8

災害情報の収集・連絡（２）

県では、災害の規模に応じて体制(室)を設置し、関係機関への情報提供依頼と
情報収集・報告を行っている。

※図は情報の流れのイメージ

県
(危機管理防災部)

県
(県 整備部、農林部
など各部、地域機関)

市町村
(６３)

消防本部
(２７)

内閣府
【救助法・⽀援関係】

消防庁
【被害報告等】

県 ・マスコミ国の機関
(関係省庁)

ライフライン機関
気象庁 等

① 県の体制設置、被害情報提供依頼 ② 被害情報、対応状況の報告 ②ʼ 被害情報等の収集
（点線⽮印） （実線⽮印） （⼆重線⽮印）
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災害情報の収集・連絡（３）

9

市町村及び消防から収集した被害情報等は、県が集計して消防庁へ報告して
いる。

災害概況（速報）
市町村及び消防から収集する主な情報項⽬

被害状況（経過等）

的被害（死者、不明者、負傷者）
住家被害（全壊、半壊、⼀部破損、床上浸⽔、床下浸⽔）
⾮住家被害（公共建物、その他）
その他（ 畑、道路、河川、等）
罹災世帯数、罹災者数
災害対策本部等設置状況
応援要請の有無 など

災害の概況（発⽣場所、⽇時）
被害の状況（種別、程度）
応急対策の状況 など

ライフライン等の状況
その他、県が収集している情報項⽬

電気、ガス、通信
鉄道、 速道路
気象情報

情報収集・伝達手段

10

住民の迅速な避難などの災害対応に重要なのは、情報の収集と伝達であるた
め、県及び市町村において、多様な手段を準備するよう努めている。

災害情報の収集

主な取組内容

有線電話／防災無線／FAX
市町村に派遣した⽀部職員からの報告／
市町村情報連絡員からの報告／
ヘリコプターによる被害状況の把握／現地調査班の派遣
災害オペレーション⽀援システムによる報告

災害情報の伝達

防災 政無線／広報 ・消防 両／ 主防災組織（地区・ 治会）／ホームページへの掲
載／放送事業者への依頼／緊急速報メール／ツイッター等のＳＮＳ／登録制メール ／埼⽟県
防災情報メールへの配信
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市町村の支援～市町村情報連絡員(係)～

11

災害の発生時における市町村の被害情報（特に初期情報）の県への報告を支
援するため、「市町村情報連絡員」の制度を設置している。

市町情報連絡員

● 役割
・ 初動時における市町村の状況把握
・ 被害状況等の情報収集
・ ⽀援内容の調整

秩⽗⽀部

北部⽀部
● 参集基準
勤務時間外において、
・ 県内に震度６弱以上の地震が発⽣
・ 相当規模の 害等が発 若しくは発
⽣が予想される場合

● 近隣に居住する職員を中 にあらかじめ指定

市町村情報連絡係 等

● 勤務時間内においては、各⽀部（地域機
関）が市町村情報連絡係を派遣

勤務時間外
近隣居住の職員が参集

勤務時間外
近隣居住の職員が参集

勤務時間内
⽀部が職員を派遣

勤務時間内
⽀部が職員を派遣

● 平成26年の 雪や平成27年の9⽉関東
東北豪 で機能

災害オペレーション支援システム

12

被災情報を可視化して、一元的に提供する災害情報の入力・表示システムを
整備。平成28年３月から運用開始し、防災関係機関で情報共有を行っている。

気象情報、震度情報
被害情報、部隊情報

避難所情報 等

災害オペレーション支援システム災害オペレーション支援システム

災害現場

県各部

市町村、消防本部、
警察、防災関連機関等

電気、ガス、通信事業者

情報収集・情報共有情報収集・情報共有

意思決定意思決定

情報発信情報発信

災害対策本部

県ＨＰ

○気象、震度情報の収集・管理
○被害情報の収集・管理
○避難情報、避難所情報の管理
○部隊活動状況の管理
○地図へ各種情報を重畳表示し可視化

○状況の把握
○意思決定
○災害対策指示
○報道発表

○被害情報の入力
○避難情報の入力
○情報の共有

○避難情報の把握

県民

○メディアによる配信
○県ＨＰによる配信

各メディア

※システムはクラウドサーバを利 しており、利 者の管理はIDとパスワードで い、関係機関のみに配布。
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収集した情報の集約

13

各機関による対応状況や避難情報などを地図上に表示し、情報の重ね合わせ
や可視化により集約している。また、被害や対応の状況等のクロノロジーを時
系列でデータを蓄積して表示し、対応管理等を実施している。

●クロノロジーの時系列表
情報の重要度や対処状況によって 分けができるため、対応優先度を把握可能。

●被害情報の可視化（GIS）
被害や避難に関する情報は、地図上に⾯、
線、点等で重ね合わせて表 できるため、関係機関で共通認識を持つことが可能。

●市町村の体制の 元管理
災害対策本部設置状況や避難勧告及び避難所開設状況を表⽰。

情報の活用例

14

県、市町村、消防等が入力した各種の被害情報は、地図上で重ね合わせを行
うことにより、物流オペレーション計画、帰宅困難者の誘導、関係機関への応
援調整などの意思決定支援資料としての活用を想定している。
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情報の配信

15

県に報告される情報のうち、市町村が発令した避難勧告や避難所開設情報はL
アラートや県の防災情報メール、スマートフォンアプリ（登録制）を通じて県
民へ配信している。また、被害や対応の状況については、県ホームページ等に
記者発表資料を掲載して周知を図っている。

避難勧告や避難所情報は、県システムか
らLアラートに配信され、テレビのデータ放送
等にて表⽰される。
【NHKさいたま、テレビ埼⽟、
Yahoo!JAPANではリアルタイムで表⽰】

安⼼・安全に係る
情報や被害情報
等は、県ホーム
ページに掲載。
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